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1． はじめに
　本稿をアンサンブル気候予測データベースの国内利
用者向け解説として位置付けるという著者らの思惑に
より，口語体で講演内容を記述する本誌通例と異なる
スタイルで以下記述することを最初にお断りする．
　国内の研究機関と大学とが連携・協力して，地球温
暖化対策を進める上で不可欠となる大規模アンサンブ
ル気候予測データベースを作成した．このデータベー
スを活用し，気象，気候，影響評価に関わる研究を進
め，これまでに数多くの成果を得た（Ishii and Mori 
2020）．2014年に始まった一連の研究活動は，現在まで
にその裾野を広げ，本データベースは，研究・実務，
営利・非営利を問わず国内外の利用者に幅広く提供・
活用されている．2021年 5月の日本気象学会春季大会
において上記の成果は岸保・立平賞受賞の栄誉に浴す
ることとなった．本賞はデータベース開発に関与した
全ての仲間に贈られたと解釈し，皆で受賞の喜びを分
かち合うとともに，今後ますます重要となる道半ばの
気候予測データベース開発作業を着実に進めていく決
意を新たにしたい．
　本稿では，まず初学者にも役立つように，気候予測
データベースについて解説する．次に，本データベー
スを活用した科学的研究や影響評価研究と，得られた
成果とその社会実装にまで至った事例について紹介す
る．ここまでの文面で，d4PDFを活用して得られた，
可能なかぎり全ての成果を紹介する．最後に，本デー

タベースの開発の背景を紹介し，開発の過程で直面し
た課題やその解決の顛末などを記す．

2． 地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予
測データベース：d4PDF

　気候予測データベースの正式名称は本節表題のとお
りで，英語表記を database for Policy Decision mak-
ing for Future climate changeとし，この略称を
d4PDFとしている．名称には，科学的成果の強調より
も社会貢献を打ち出すという製作者側の意図が反映さ
れている．
　本気候予測データベースができる前に，先行して地
球温暖化への適応やその緩和の方策を検討していたい
くつかの機関では，当時利用可能な気候シミュレー
ションデータを用いて，対策の検討が行われていた．
概して気候シミュレーションデータは不確実性が高い
ため，それぞれの機関で使用されるデータが異なれ
ば，近接する自治体間や各種産業や行政などのセク
ター間で異なる対策がとられるという事態になってし
まうおそれがある．そこで，d4PDFは，地理的に整合
し，様々なセクター間で整合する国内の温暖化影響評
価とこれに基づく温暖化対策が実現可能となることを
目標に掲げて開発された．社会的関心の高い豪雨や台
風などの顕著な大気現象の将来変化を評価することを
重視して，高解像度の大気モデルを用いて，過去と将
来の気候シミュレーションで構成されている．また，
将来変化の統計的評価結果をロバストなものにするた
めに，大規模なアンサンブル実験が実施され，それぞ
れの実験で3000年から6000年分のサンプルが利用可能
となっている．さらに，複数の地球温暖化レベルを対
象とした予測情報を用意することで，気候変化の度合
いや影響評価の違いが議論できるようにしている．近
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年は，毎年，豪雨による災害発生を数多く経験してお
り，地球温暖化は遥か遠い将来の問題ではなく，現在
の問題であると社会は認識しはじめている．現在の気
候状態に対する温暖化影響を観測事実とも対比して評
価できるように，温暖化しない条件下（非温暖化）で
実施した気候シミュレーション出力も含めたデータ
ベース構成になっている．第 1表に，d4PDFに含まれ
る全実験をまとめた．
　以下に記述するように，大規模アンサンブルで構成
されたデータベースの有効性は高い．d4PDFを用い
て将来変化の抽出などの統計解析を行えば，その平均
値を正確に求めることができる．また，大雨や台風な
どの稀にしか発生しない大気現象についての多数の実
験サンプルを得ることができるため，これらについて

の統計的推定結果の信頼性は
高くなる．加えて，多数のサ
ンプリングデータにより統計
的仮定や分布推定が不要とな
り，直接的に確率分布を得る
ことができるため，ノンパラ
メトリックな統計手法を採用
することができる．影響評価
研究に関わる研究者は，この
新たな状況を「パラダイムシ
フト」と評価している．
2.1　実験システム
　過去と将来の気候状態のシ

ミュレーションを行うために，d4PDFでは，全球域と
日本周辺領域を対象とした高解像度大気モデルを使用
した．それぞれ，MRI‒AGCM3.2（Mizuta et al. 2012）
と NHRCM（Sasaki et al. 2011；Murata et al. 2013）と
称されるモデル（第 1図）で，いずれも気象庁の現業
モデルをもとに気候計算（長期積分）向けの調整が施
されている．
　大気モデルと領域モデルの空間解像度は，それぞ
れ，60km（GCM 60km）と20km（NHRCM 20km）で
ある．まず，全球モデルで気候シミュレーションが行
われ，この結果を領域モデルで日本域にダウンスケー
リングし，時空間的に詳細なシミュレーション出力を
得る．これは力学的ダウンスケーリングと呼ばれる．
加えて，領域モデルに採用されている詳細な地形と精

第 1表　d4PDFに含まれる実験一覧．

実験名 メンバ数 積分期間 境界条件 参考文献

過去 100 60年間
（1951～2010）

観測された全球一様の温室効果ガス濃度と，化学モ
デルで推定した月平均エアロゾル・オゾンの三次元
分布
観測の海面水温と海氷（COBE‒SST2）

Mizuta et al.（2017）

非温暖化 100 60年間
（1951～2010）

1850年時点の温室効果ガス濃度および1850年でのエ
アロゾルと1961年でのオゾンの三次元分布で固定
長期トレンドを除いた海面水温（δT）と海氷

Mizuta et al.（2017）
Kawase et al.（2019）

＋1.5K将来 54 29年間

RCP8.5の2030年の温室効果ガス濃度およびエアロ
ゾル・オゾン分布で固定
CMIP5の温暖化レベル（2020‒2039）＋δT（1982～
2010の内部変動）

Nosaka et al.（2020）

＋ 2 K将来 54 60年間
同上，ただし2040年のもの
CMIP5の温暖化レベル（2030‒2049）＋δT（1951～
2010年の内部変動）

Fujita et al.（2019）

＋ 4 K将来 90 60年間
同上，ただし2090年のもの
CMIP5の温暖化レベル（2080‒2099）＋δT（1951～
2010年の内部変動）

Mizuta et al.（2017）

第 1図　d4PDFで用いた全球（左）と領域（右）大気モデル．
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緻な物理スキームにより，現実的な大気現象の表現が
可能となっている．領域モデルの計算対象領域境界で
は，全球モデルの毎 6時間出力の大気場に近づくよう
に強制を与え，さらに，スペクトルナッジングと呼ば
れる手法で領域モデルの上空部分も強制することで，
全球モデルのものに類似した大気循環が再現される．
　過去，将来，そして温暖化が発生していないと想定
した 3つの気候状態を対象に，上記の 2種類の大気モ
デルによるシミュレーション実験を行った（第 1表）．
ここでは，各実験に見合うように，温室効果ガス，エ
アロゾル，オゾンの濃度や分布と，大気の海面境界条
件である海面水温，海氷密接度，海氷厚を構成して，
全球域大気モデルに与えた．海氷密接度は，各格子内
で海氷が海面を覆っている割合である．二酸化炭素な
どの温室効果ガスは，過去実験においては観測された
全球平均の時間変化する濃度を与え，＋ 4 K将来実験
では RCP8.5実験で使用された2090年での値を，非温
暖化実験では1850年時点の観測値でそれぞれ固定し
た．エアロゾルとオゾンの分布は，本計算とは別に実
施した気候モデルと化学モデル計算で求めた月平均値
を与えた．また，領域モデル実験では，全球モデルで
使用したものと同じ海面境界データを使用した．更な
る詳細はMizuta et al.（2017）を参照されたい．
　海洋の境界条件には，観測データに基づく月平均海
面水温客観解析データ（COBE‒SST2；Hirahara et al. 
2014）の長期トレンド成分とこれを除いた内部（自然）
変動成分に分けたものを使用した．観測の長期トレン
ドは，1850年から2012年までの COBE‒SST2を 5年移
動平均して求めた経験的直交関数の第一モードで定義
した．この第一モードは Hirahara et al.（2014）で使用
したものとほぼ同様である．また，COBE‒SST2には
海氷密接度データも含まれているのでこれを使用し
た．ただし，この海氷の長期トレンドは使用せず，各
実験で使用した海面水温値と整合するように，統計的
関係に基づいて一意に海氷密接度を求め，使用した．
さらに，海氷厚の時間変化は気候値の海氷厚（Bourke 
and Garrett 1987）に海氷密接度を乗じたもので定義
した．実験ごとの海洋境界条件の与え方は以下で記述
する．
　使用した海面水温データには，観測データの時空間
での偏りや観測の代表性，測器の誤差等に起因する不
確実性がある．COBE‒SST2には，その不確実性を各
格子，各時刻で求めた情報が含まれている．この情報
に基づく摂動を海面水温および海氷の内部変動成分に

加えて，全実験で使用する．摂動を与えた大気モデル
アンサンブルシミュレーションを行うことで，観測さ
れた海面水温と海氷に対する大気モデルの応答が標準
化されるという利点がある．つまり，シミュレーショ
ン出力のアンサンブル平均は，月々の海面水温や海氷
の状態の影響で生じた大気の気候偏差を的確に捉え，
正規分布の仮定の下で発生のしやすさを確率的に取り
扱うことができる．互いに独立な任意の数の摂動が利
用可能で，個々の摂動は時空間で連続であることなど
利便性を持つ（Ishii and Mori 2020）．一点注意があ
る．観測の不確実性は，時空間における観測データの
多寡によってその大小が決まるが，将来実験でも過去
実験のものと同じ摂動を使用するために，d4PDF実
験では，不確実性の大きさは年代によらず一定とし
た．この不確実性の大きさは，月平均海面水温の年々
変動の標準偏差の30％で，近年の海面水温データの不
確実性の代表的な値に相当する．
2.2　過去実験と非温暖化実験
　過去実験では，1951年～2010年までの60年間の期間
を対象に，COBE‒SST2の海面水温と海氷密接度に100
種類の摂動を与えて，100メンバの全球・領域大気モデ
ルの積分を行った．加えて，それぞれのメンバのモデ
ル積分は，幾つかの異なる大気初期値から開始され
た．これに対して，非温暖化実験では，COBE‒SST2
から長期トレンドを除いたものに過去実験と同様の摂

第 2図　 d4PDFの全実験と CMIP5参加 6モデルの
過去・将来実験出力を全球平均した地上
気温の時系列．実線は各実験のアンサン
ブル平均で，陰影はアンサンブルスプ
レッドを表す．
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動を与えた100メンバの計算を実施した．海氷密接度
と海氷厚の与え方は，前節で記述したとおりである．
第 2図に示すように，過去実験では温暖化による全球
平均地上気温の上昇トレンドが見られるが，非温暖化
実験では平坦な時系列となっていることが確認できる．
　過去実験出力は，注目する気象・気候要素の変動特
性が観測されたものと同等なものになっているかどう
かの検証を行った上で，次項で述べる将来実験と比較
し，その将来変化が求められる．第 3節で詳しく述べ
るように，観測された代表的な大気変動事例について
の再現性は高いことが過去実験出力から確認されてお
り，このような事実は，本データベースの信頼性を保
証する 1つの要件を満たすものと言える．また，大規
模アンサンブルの強みを活かせば，注目する現象の再
現値の不確実性や発現確率などをノンパラメトリック
に評価することができる．Mei et al.（2019）は，観測
海面水温で強制された d4PDFの大気モデルによる大
西洋のハリケーン発生数時系列が観測と良く対応する
ことを示し，この推定に必要なアンサンブル数は20も
あれば十分であると結論している．時空間スケールを
変えた降水変動の評価に必要なアンサンブル数を見
積ったものとしては，Hibino and Takayabu（2020）の
調査がある．
　非温暖化実験出力は，過去に発生した気象・気候イ
ベントが温暖化影響をどれくらい受けているのかを調
査するために活用される．この影響を確率的に評価す
るためイベントアトリビューションと呼ばれる手法が
しばしば採用され（例えば Imada et al. 2019），注目す
るイベントの生起確率を過去実験と非温暖化実験の出
力間で対比させ，温暖化影響による超過確率密度を求

める．d4PDFを活用したこのような評価が可能と
なっている理由は，与えた海面水温に対して適切にモ
デルが応答しているから，また，海面状態に摂動を与
えているからであると考えている．
　現在，これらの過去を対象とした 2種類の実験は，
2010年以降についても延長計算され，準リアルタイム
に顕著イベントの温暖化影響を評価する体制が採られ
ている．
2.3　将来実験
　将来実験では，CMIP5の RCP8.5実験のマルチモデ
ル平均で1850年からの全球平均地上気温が＋1.5K， 
＋ 2 K，＋ 4 K上昇に相当する気候状態が恒常的に持
続するという条件設定で， 3つの温暖化レベルを対象
とした実験が行われた（第 1表，第 2図）．これらはタ
イムスライス実験と呼ばれるもので，将来のとある年
代の温暖化レベルを対象に，高解像度で多数の気候シ
ミュレーションが実現できる手法として，これまで採
用されてきた．将来実験では，COBE‒SST2の長期ト
レンドを，CMIP5実験に参加した 6つの代表的なモデ
ル（第 2表）による将来実験の海面水温温暖化パター
ンに差し替えて海面境界データを構成した．将来の海
面水温変化トレンドパターンは，観測された1991年か
ら2010年の20年平均海面水温値と，将来の各温暖化レ
ベルに対応した2030年，2040年，2090年を中心とする
20年間の平均値との差で定義した．今回使用した大気
モデルと異なるモデルが計算した将来変化トレンドパ
ターンを本実験でそのまま使用しても，望みの温暖化
レベルを再現できないので，それぞれの将来変化パ
ターンにスケーリング（Shiogama et al. 2010）を施し
てから使用した．非温暖化実験と同様に，将来の海面

第 2表　実験に採用した 6つの CMIP5参加モデルの一覧．IPCC第 5次評価報告書からの抜粋．

通称 解像度（水平，鉛直） 実施機関名/国名 参考文献

CCSM4 AGCM: 0.9°×1.25°, 27
OGCM: nominal 1 °, 60

National Center for
Atmospheric Research, 米国 Gent et al.（2011）

GFDL‒CM3 AGCM: ～200km, 48
OGCM: 1 °, 50

Geophysical Fluid Dynamics Laboratory, 
米国

Delworth et al.（2006）;
Donner et al.（2011）

HadGEM2‒AO AGCM: 1.875°×1.25°, 60
OGCM: 1.875°×1.25°

National Institute of Meteorological 
Research, 韓国

Collins et al.（2011）;
Martin et al.（2011）

MIROC5 AGCM: 1.41°×1.41°, 40
OGCM: 1.4°×0.5－1.4°, 50 Univ. Tokyo and JAMTEC, 日本 Watanabe et al.（2011）

MPI‒ESM‒MR AGCM: approx. 1.8°, 95
OGCM: approx. 0.4°, 40

Max Planck Institute for
Meteorology, ドイツ Giorgetta et al.（2013）

MRI‒CGCM3 AGCM: approx. 110km, 48
OGCM: 1 °×0.5°, 50 Meteorological Research Institute, 日本 Yukimoto et al.（2011）

Yukimoto et al.（2012）
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水温に対応する 2つの海氷要素を作成して使用した．
6つの将来変化パターンと15種類の摂動を掛け合わせ
て90のアンサンブルメンバを構成したのが＋ 4 K実験
である．他の 2つの将来実験では海面水温摂動の数を
9とした54メンバとなっている．過去実験と同様に，
それぞれのメンバについて60年間分の積分を行った
が，＋1.5K実験の積分期間は，観測の1982年から2010
年に相当する29年間である．
　第 2図に示すように，各メンバでは設定した温暖化
レベルに対応する全球平均気温が再現されており，全
ての実験で内部変動の位相が揃っているのが分かる．
それぞれの温暖化レベルの実験の詳細は，Nosaka et 
al.（2020），Fujita et al.（2019），Mizuta et al.（2017）で
報告されている．

3． 科学的成果
　本節では，d4PDFを活用
して得られた，気象学や気候
学的視点での研究成果につい
て紹介する．
3.1　 過去気候の再現とメ

カニズム解析
　過去を対象とする気候シ
ミュレーション結果は，概
ね，観測された気候特性を適
切に説明しており，この気候
予測データベースを用いて高
品質の気候研究や影響評価研
究が行われてきた．温暖化影
響と内部変動を分離して，注
目する顕著な大気・気候イベ
ントとの関連性が統計的にロ
バストに議論できることとい
う d4PDFの大いなる利点を
生かして，以下に述べる成果
がこれまでに得られている．
　世界で発生する顕著なイベ
ントはエルニーニョに代表さ
れる熱帯の海面水温変動に影
響を受けており，d4PDFで
使用した大気モデルの過去の
大気変動事例の再現性が高い
のは，観測された熱帯海面水
温への応答が適切に表現され

ているためであると考えている．低緯度域ではエル
ニーニョの直接的影響を大気が受けることになるが，
d4PDFは，エルニーニョと熱帯収束帯の季節変動メ
カニズム（Xie et al. 2018）や台風発生の季節変調
（Ueda et al. 2018）などの調査にも有効であった．さ
らに，太平洋十年規模振動や大西洋数十年振動などの
長期の海面水温変動の大気変動への影響について調査
した研究（Kamae et al. 2017a）からは，それらが北米
での旱魃や高温事例の発現に影響するという結論が得
られている．
　アジア域でのモンスーン活動による強い降水の気候
値は観測との対応が良く（Endo et al. 2017），中国大
陸での季節ごとに調べた調査では空間相関は0.7を超
える（Duan et al. 2019）．台風の発生頻度も観測と良
く対応しており（第 3図；Yoshida et al. 2017），大西

第 3図　 全球での年間台風発生数の頻度分布（上）と猛烈な台風が存在する頻度変
化（下）．カラーの図は Yoshida et al.（2017）を参照されたい．
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洋での全ハリケーン発生数の時間変化の観測との相関
係数は0.84と高い（Mei et al. 2019）．全球大気モデル
の解像度が60kmと比較的高いことから，異常気象を
もたらす大気の川（Kamae et al. 2017b）やブロッキン
グ（Matsueda and Endo 2017）の再現性も良い．中高
緯度での陸面と大気（Sato and Nakamura 2019）や北
極海氷との相互作用（Hori and Oshima 2018）を調査
した研究例もある．
　領域モデル実験出力を用いれば，日本域の詳細ス
ケールでの調査が可能である．ただし，モデル解像度
が20kmであるため，日平均までの時間スケールの現
象の信頼性が高いが，それより短い時間スケールのも
のには再現性の限界があるので注意が必要である
（Takayabu and Hibino 2016）．全球モデルに比べて領
域モデルの地形ははるかに現実に近いので，降水
（Nosaka et al. 2020），降雪（Kawase et al. 2016），極
端降水（小坂田・中北　2018；Hatsuzuka and Sato 
2019）などは良く再現される．いずれの場合でも，季
節に依存する比較的大きなバイアスがある（Mizuta et 
al. 2017）ため，利用目的に応じたバイアス補正（Wata-
nabe et al. 2020）の採用が推奨される．
　非温暖化実験出力を併用して，過去の気候変動を温
暖化の影響を受けたものと内部変動を分離して調査を
すれば，例えば，2000年代になって陸上での気温と降
水量の極値が，温暖化の進行に伴って全球的に増大し
ていることが確認される（Shiogama et al. 2016）．日
本域に目を向ければ，Imada et al.（2017）は，太平洋
の十年スケールの海面水温変動と関連して，近年の日
本域で暑い夏と寒い冬のコントラストが強まっている
ことを示した．イベントアトリビューションによる，
過去に発生した特定イベントについての温暖化影響の
評価も精力的に進められてきている．2018年の猛暑の
場合では，モデルは観測と酷似した大気場を再現して
おりイベントアトリビューションの結果でも温暖化が
無ければ滅多に発現することはないイベントであった
ことが確認できた（Imada et al. 2019）．領域モデルに
よる非温暖化実験も d4PDFには含まれており，全球
モデルでは困難であった顕著な降水イベントについて
の確率的評価が可能となるとのことで期待が大きい．
Kawase et al.（2019）は，手始めに，九州の東西で温暖
化影響が明瞭に異なることを示し，それぞれの地域に
降水をもたらす要因が異なるためであると結論した．
3.2　将来予測と温暖化のスケーラビリティ
　大規模アンサンブルであることから，台風や豪雨な

どの極端事例を含めた多くの大気事象について統計的
にロバストな将来変化が検出できる．第 3図に示すよ
うに，将来の台風発生数が減少するかどうかについて
は議論の余地が残されているが，猛烈な台風が日本の
南方海上で増加するという d4PDF実験結果（Yoshida 
et al. 2017）と同様の結論をした既存研究もある（Knut-
son et al. 2015）．猛烈な台風が増加するという将来変
化に対応して，日本での90パーセンタイルに相当する
ような低頻度で発生する日降水は増加する（Kitoh and 
Endo 2019）と考えられている．また，中緯度での台
風の移動速度が減じることで積算降水量が増加し，雨
による災害リスクが将来高まることが，データ解析
（Yamaguchi et al. 2020）や今回使用した領域モデルよ
りも高機能なモデルによる実験（Kanada et al. 2020）
で確認されている．将来予測の不確実性をもたらす要
因には様々あるが，採用した 6つのCMIP5参加モデル
で代表させた気候モデルの相違に起因する不確実性に
より，調査対象とした大気事象についての多様な将来
変化が表現されていることが確認されている（Mat-
sueda and Endo 2017；Kamae et al, 2019；Watanabe 
et al. 2019）．年最大日降水量の将来変化には，将来変
化と内部変動摂動の 2種類の不確実性を与えた将来海
面水温による影響が地理的に分離されて現われる
（Endo et al. 2017）が，その要因の 1つは，低緯度で

第 4図　 日本域で平均した年最大日降水量変化
（％）と全球平均気温変化（K）との関係．
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の台風活動が海面水温の将来変化の違いに敏感である
（井手ほか　2018）ことと考えられる．
　日本域の気温の将来変化は，与えた海面水温と同様
に緯度が高くなるほどに昇温傾向が強まり，降水量に
ついては日本海側と太平洋側で特徴的な将来変化を示
すことが認められる（Nosaka et al. 2020）．全球平均気
温の将来変化量に比例して日本の平均気温は上昇し，
顕著な日降水量も増大する（第 4図）．気温増加の度合
いは全球平均よりも大きい（Nosaka et al. 2020）．地球
温暖化により大気中に含まれる水蒸気が増加している
ため，年最大日降水量は，クラウジウス‒クラペイロン
の式に概ね従って，理論値の 7％／Kに近い増加率で
降水量が変化することも確認されている（Fujita et al. 
2019；Nosaka et al. 2020）．将来の梅雨の変化に焦点
を当てると，強い降水が増加することや，これまで主
に西日本で発生していた強い降水イベントは，将来
は，東日本でも見られるようになると考えられている
（Osakada and Nakakita 2018；中北・小坂田　2018）．
また，d4PDFの大量アンサンブル情報を用いた，平成
30年 7月豪雨時に日本域へ流入していた水蒸気流入量
の調査からは，現在気候で最大レベルの水蒸気が流入
しており，将来では同等かそれ以上の水蒸気が流入す
る頻度が増加することが示された（中北・小坂田　
2018）．台風と強い降水との関係を調べた報告（Hatsu-
zuka et al. 2020）によれば，風向きに面した地形をも
つ地域では強い降水が発現しやすくなる．また，冬季
の気温上昇は降雪の機会を減少させるが，温暖化して
も氷点下以下の気温になる日本中部の山岳地域や北海
道では，豪雪となる機会が増える（Kawase et al. 
2016；Kawase et al. 2020）という興味深い結果も得ら
れている．
3.3　研究の広がり
　膨大なモデル出力データを解析するために情報工学

の手法を採用することは有効であろう．梅雨や豪雪な
どの顕著現象が発生している時の総観場との対応を調
べるために自己組織化マップを採用した研究が行われ
ている（Ohba and Sugimoto 2019, 2020；Ohba and 
Kawase 2020）．ニューラルネットワークは20kmモデ
ル計算出力から前線を検出するのに有効で（Matsuoka 
et al. 2019），検出データをデータベース化すればそれ
を活用する後継の研究展開も期待できる．d4PDFか
ら利用者の関心の高い気象イベントが発生している事
例を予めデータベース化したSEALと呼ばれるデータ
サービスシステム（Nakagawa et al. 2020）は，研究者
の負担を大幅に削減することに貢献している．

4． 影響評価研究での活用
　気候変動は，極端な風水害に大きな影響を与えるこ
とが予想されており，特に豪雨や台風は，東アジアお
よび北西太平洋における主要な自然災害であるため，
d4PDFを用いた様々な研究展開が図られている（Mori 
and Takemi 2016；Mori et al. 2021a）．d4PDFは，こ
れまで行われてきた20～30年程度のタイムスライス実
験と比べて，気候変動影響評価研究における極端現象
評価の転換点となった．一般的な防災・減災対策にお
いて，数年から数百年に一度発生する豪雨，洪水，高
潮などの極端ハザードの評価では， 1年間に 1 /Nの
確率で発生する N年再現値が重要となる．洪水では
200年，高波では50年が施設設計に用いられることが
多いが，過去の限られた観測期間のデータからの推定
誤差は大きく，さらに気候変動を考慮した将来変化予
測でのこのような極端な値の評価は困難であった．
　このような極端な豪雨や台風等の極端現象の影響評
価を行うためには，強度や発生確率を定量的に把握す
るための大規模アンサンブルが必要不可欠である．こ
こでは，d4PDFを用いた代表的な風水害についての

第 5図　年最大時間流量の確率プロット（右：荒川，中：庄内川，左：淀川）（立川ほか　2017）．
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研究成果を対象にレビューする．
4.1　大雨や河川の氾濫によるリスクの評価
　立川ほか（2017）は，NHRCM 20kmの結果を用い
て，日本の 3つの主要流域を対象に極端な河川流量に
おける将来変化を予測した．第 5図は，荒川，庄内川
および淀川の代表河川流量の非超過確率の将来変化を
示している．＋ 4 K実験の結果，過去実験よりも大き
くなり，将来変化の増加率は，非超過確率が大きくな
るほど大きくなることがわかる．特に＋ 4 K実験によ
る最大クラスである再現年数900年の流量は大きくば
らつき，極めて大きな流量発生の可能性が示されてい
る．日本の主な河川流域における＋ 4 K実験の再現年
数200年の年最大24時間降水量は，1.3～1.4倍である
のに対し，同じ確率の年最大時間流量は1.5～1.7倍の
変化が予想されている．主要河川の時間流量について
は，先の降水量についてのクラウジウス‒クラペイロ
ンの関係 7％／Kよりも増幅率が大きいという特徴が
得られている．同様の検討は，日本や海外の様々な流
域で展開されている．例えば，一級水系すべて（小林
ほか　2020），長良川流域（原田ほか　2018），北海道
（Kimura et al. 2018；舛屋ほか　2018），インドシナ半
島（Hanittinan et al. 2018）による研究成果が得られて
いる．また，これらアプローチの発展形として，日本
の一級水系の氾濫の同時発生確率を，d4PDFを用い
て推定し，2019年台風19号による同時発生がどの程度
の確率であったか，＋ 4 K実験で同時発生確率がどう

変化するかについて，現実に発生した事例を対象に，
d4PDFを用いて分析した研究も行われている（田中ほ
か　2020）．
　河川流量の評価ではより詳細な降雨情報が必要とさ
れる．このため，アンサンブル数は少なくなるものの，
複雑な地形を伴う降水量の時間変化を検討するために
NHRCM 20kmを更に局所的にダウンスケールした
NHRCM 5 kmを用いた河川流域への影響評価も進め
られている．星野・山田（2018）は，北海道の十勝川
流域における年最大降水量の時空間分布を解析し，将
来の気候では年最大降水量が空間的に集中することを
示している．さらに星野ほか（2018）や田中ほか（2019）
により，日本全国の一級河川の各流域の平均的な年最
大降水量が将来的に増加し，その増加率は地理的な位
置に依存することを明らかにしている．
　極端な河川氾濫の予測は，適応策や経済的なリスク
分析に直接適用されている．時岡ほか（2018）は，北
海道地方の事例として，治水計画を考案するための
様々な対策を検討し，治水対策の違いによる被害軽減
効果を経済的に評価している．また，Tanaka et 
al.（2018）は，日本の淀川流域を対象に，確率論的降雨
モデリングを用いて洪水リスクを検討している．第 6
図は，d4PDF‒NHRCM 20kmに基づく淀川の洪水に
よる経済被害の超過確率を示している．洪水リスクに
よる経済的被害は，＋ 4 K実験の気候条件で明らかに
高くなり，その増加原因は，主に河川流域での豪雨の

頻度が増加したことに起因す
ることを示している．また，
Tanaka et al.（2020）では，名
古屋市街地を対象として
d4PDFの過去実験を用いた
氾濫計算を行い，内水氾濫と
外水氾濫に分けて，リスク
カーブの違いを分析してい
る．さらにメコン川流域
（Meema et al. 2021）では，水
力発電量への影響評価が行わ
れている．これら経済評価ま
で踏み込んだ研究では，
d4PDFを用いることにより，
パラメトリックな誤差分布を
仮定することなく，プロセス
ベースの精緻なモデルによる
洪水リスク曲線の推定を可能第 6図　淀川氾濫の経済的被害の超過確率（Tanaka et al. 2018）．
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としている．
　河川流域の降雨を対象とした研究では，d4PDFの
降水量に対するバイアス補正手法についても多く議論
されている．渡部ほか（2018）は，d4PDF‒NHRCM 
20kmの 1時間降水量に対する 2つのバイアス補正法
を適用し，d4PDFの降水量の過大バイアスが低減で
きることを示している．同様のバイアス補正方法はい
くつも提案されている．バイアス補正は，過去の事例
と整合しつつ定量的な評価が行われる影響評価研究で
は重要であり，d4PDFの様々な変数について応用が
進みつつある．
　さらに，解析結果に対して極端イベント数が大きく
関与する極値統計解析においても d4PDFを用いた研
究が進められている．北野ほか（2017）は，d4PDFの
降水量データを用いて極値理論の検証を行い，サンプ
ル数が少ないために観測データでは検証できない極値
の収束に大規模なアンサンブルを用いることの利点を
示している．
4.2　沿岸リスクの評価
　d4PDFは，沿岸部の風水害リスク評価にも広く用
いられている．伊勢湾台風など歴史的に高潮被害が多
い我が国では，高潮の将来的な変化を予測すること
は，沿岸域リスク推定で重要である．高潮は，台風の
強さ，移動速度，特定の湾への進路の組み合わせに
よって強さ（水位）が大きく変化するため，ある湾に
注目した場合の有意な水位上昇が発生する発生確率は
極めて低頻度と予想されている．このため，高潮の確
率評価が難しく，あらかじめ決められた条件（例えば
伊勢湾台風等の過去のイベント）に基づく想定台風に
よる評価か，エミュレーターの一種である確率台風モ
デルを用いた評価が行われてきた．d4PDFは，計算さ
れる台風のバイアスがあるものの，これまでの高潮評
価研究に対して新しいアプ
ローチを促している．
　Mo r i e t a l .（2019） は，
d4PDFの風速と気圧を直接
用いて東京湾と大阪湾を対象
とした地域高潮の将来変化を
検討し，再現年数100年の場
合，0.3～0.45m増加するこ
とを予測している．第 7図は
その一例であり，頻度の将来
変化が再現年度毎の高潮を
0.2m程度減少させる一方，

強度の将来変化は再現年度が長くなるに従い高潮を増
加させ，正味が短い再現年数では将来の高潮が減少，
長い再現年数では増加する特徴的な将来変化を与える
ことを示している．避難計画に用いられる再現年数数
百年の最大クラス高潮（L2高潮）についても検討が進
められつつあり，d4PDFはその評価や検証に活用さ
れている（例えばMori et al. 2021b）．
　冬の温帯低気圧は，日本海から北海道沿岸を中心に
高潮や高波を発生させ，しばしば被害を与えている．
d4PDFを用いた冬の温帯低気圧の将来変化について
も検討が行われている（高ほか　2018；Ninomiya et al. 
2021）．高ほか（2019）は，爆弾低気圧に起因する根室
の高潮の将来変化について，平均値では有意な将来変
化が見られないが，上限値で 7％程度の増加が見られ
ることを示している．
　気候変動に関する沿岸災害リスク評価では，高潮と
並行して短周期の水位変化である波浪の将来変化につ
いても検討が必要である（Morim et al. 2019）．平均波
浪場は砂浜や環境場に対して重要であり，極端波浪は
越波などを伴う浸水リスク評価に重要となる．特に我
が国の沿岸部の極端波浪の将来変化は海岸施設の設計
に密接に関わるため，その評価が注目されている．そ
の中で，極端な海洋波は，沿岸・海洋・環境工学にとっ
て重要である．Shimura et al.（2017）では，タイムス
ライス実験をもとに，北太平洋西部地域では，台風の
将来変化の影響を受けて再現年数10年の高波の増加と
減少の両方が報告されている．波浪を評価するプロセ
スモデルは計算負荷が高いため，d4PDF全実験につ
いて計算することは非常に難しい．このため，高波に
かかわる台風の評価から研究が進められている．
　d4PDFを用いることで，上記のような沿岸災害に
関連する極端ハザードの確率評価ができるようになり

第 7図　大阪湾の高潮の将来変化（Mori et al. 2019）．
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つつある．また，d4PDFを用いることで，これまで広
く使われてきた確率台風モデル等のエミュレーターの
改善も行われている（梅田ほか　2019）．
4.3　様々なリスク評価
　d4PDFは，上記の河川や沿岸の風水害以外にも，
様々な分野で活用が進んでいる．気候変動が水資源や
農業に与える影響は，正負の影響が考えられている．
Iizumi et al.（2018a，b）は，d4PDFの現在と非温暖化
実験をもとに，20世紀初頭に観測されたものと比較し
て，これまでの世界規模での主要作物の経済的生産損
失を推定している．作物の収穫量シミュレーションで
は，低緯度地域では大幅に減少し，高緯度地域では大
幅に増加することが示されている．水資源での活用も
進んでおり，適応策に関連して将来の河川流量変化に
伴うダム利水操作への影響等の応用例がある（野原ほ
か　2018）．
　暑熱環境としては，Kim et al.（2018）は，日本の横

浜みなとみらい21地区を対象に，気候変動が空調用冷
暖房システムに与える影響を調査している．その結
果，＋ 4 K実験結果では，電力消費量が140％以上に増
加することが示されている．
　d4PDFのような大規模アンサンブル気候シミュ
レーションの利用は，影響予測・評価にとって大きな
研究テーマとなっている．紙面の関係上，ここの節で
はごく一部の成果をあげている．d4PDFのように，ア
ンサンブルの数が非常に多い場合，データストレージ
や計算資源が限られるため，プロセスモデルの利用が
困難になりつつある．先に述べたような SEALのよう
な新しいデータサービスシステムは，このようなユー
ザの問題を解決する 1つのアプローチであり，d4PDF
関連の重要なプロダクトの 1つと言える．

5． 研究成果の社会実装
　上記の気候変動に伴う風水害リスクの予測結果は，

第 3表　d4PDFの成果を社会実装した実績一覧．

項番 内容

1 北海道開発局，検討会資料「気候変動に伴う北海道沿岸域の海象変化の検討」，気候変動に伴う北海道沿岸域
の海象変化検討会，2020年10月

2 日本学術会議　土木工学・建築学委員会気候変動と国土分科会，提言「低平地等の水災害激甚化に対応した適
応策推進上の重要課題」，2020年 9月　http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-24-t290-1.pdf

3
国土交通省，気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会，答申「気候変動を踏まえた水災害対策のあり方に
ついて」，2020年 7月　https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/shaseishin/kasenbunkakai/shouiinkai/
kikouhendou_suigai/pdf/03_honbun.pdf

4 農林水産省・国土交通省，気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員会，提言「気候変動を踏まえた海岸
保全のあり方」，2020年 7月　https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/hozen/teigen.pdf

5
国土交通省，気候変動を踏まえた都市浸水対策に関する検討会，提言参考資料「気候変動を踏まえた下水道に
よる都市浸水対策の推進について」，2020年 6月　https://www .mlit .go .jp/mizukokudo/sewerage/ 
mizukokudo_sewerage_tk_000659.html

6
農林水産省・国土交通省，高潮浸水想定区域図に関する検討会，手引き「高潮浸水想定区域図作成の手引き
Ver.　2.00」，2020年 6月　https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/saidai_takashio/pdf/takashio_
tebiki_ver2.pdf

7
国土交通省北海道開発局，北海道地方における気候変動を踏まえた治水対策技術検討会，中間とりまとめ「気
候変動を踏まえた適応策（水害リスクの低減）について」，2020年 5月　https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/kn/
kawa_kei/splaat000001weys-att/splaat000001wf3d.pdf

8 国土交通省，気候変動を踏まえた砂防技術検討会，検討会資料「気候変動による災害環境への影響予測」，2020
年 1月　https://www.mlit.go.jp/river/sabo/committee_kikohendo.html

9 国土交通省，気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会，提言「気候変動を踏まえた治水計画のあり方」，
2019年10月　https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/chisui_kentoukai/pdf/r0304/01_teigen.pdf

10 熊本県環境センター，常設展示「地球温暖化と気象変動シミュレーション」，2019年 3月　https://prtimes.jp/
main/html/rd/p/000000016.000023638.html

11 大阪府河川構造物等審議会，審議資料「気候変動を踏まえた設計外力設定の考え方」，2019年 2月
https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/18198/00333967/r1-3_shiryou3_gairyokusetteikangaekata.pdf

12
国土交通省北海道開発局，北海道地方における気候変動予測（水分野）技術検討委員会，最終とりまとめ資料
（詳細）「北海道地方における気候変動予測（水分野）技術検討委員会」，2018年 3月
https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/kn/kawa_kei/splaat000000vdyw.html
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風水害に関わる社会基盤インフラ整備の政策に活用さ
れ，大きな影響を与えている．
　国土交通省および農林水産省等の治水，都市浸水，
砂防そして海岸保全に関する委員会の答申，提言およ
び関連した基礎資料に活用されている（第 3表の第 1，
3～ 6，8，9項）．当初は，河川の治水計画に関わる
降雨の将来変化予測情報としての利用から始まり，そ
の後，砂防や沿岸域の保全についての利用に拡大して
いる．中央省庁だけでなく，地方自治体での利用も進
みつつある（第 3表の第 7，11，12項）．例えば第 3表
第11項に示す大阪府河川構造物等審議会では，現在導
入の検討が進んでいる大阪 3大水門の新規設計条件策
定に実際に活用されつつあり，今後の社会インフラ整
備への利用が期待される．
　これらに加えて，損害保険会社等の民間企業の気候
リスク評価にも活用，さらに博物館での展示資料など
様々な分野で活用されている（第 3表の第10項）．

6． データベース開発の舞台裏
　2014年に発刊された気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）の第 5次評価報告書は，地球温暖化に人間活
動が寄与していることは明確であると報告した．その
後，国内外で温暖化にいかに適応し緩和策を講じてい
くかについての政治主導での議論が進められることに
なった．そのような中，文部科学省の支援の下でのべ
15年間推進されていた地球温暖化研究プロジェクトに
白羽の矢が立てられた．すなわち，「研究成果を社会に
還元せよ」との要請である．当時の温暖化プログラム
であった「気候変動リスク情報創生プログラム」が最
終年度を迎え，次のプログラムへの継続が文部科学省
で検討され始めていた状況下では，なおのこと，研究
者は投じられた石を受けとめざるを得なかった．2014
年10月，福岡で開催されていた日本気象学会秋季大会
会場でのセッションの合間に，東京大学の木本昌秀教
授（現，国立環境研究所理事長）が「気候予測データ
ベースを作ろう」と温暖化プログラム関係者に呼び掛
けた．これが出発点であった．翌年の 1月に，東京大
学，気象研究所，国立環境研究所，京都大学からの有
志が集まり，第 1回の会合を行い，開発するデータ
ベースの仕様について検討を開始した．同時期，海洋
研究開発機構が運用する地球シミュレータの更新が並
行して進められており，高性能となる新しい計算機の
有効活用を図るために，「特別推進課題」の募集が行わ
れていた．これに気候予測データベース開発のテーマ

で応募し，首尾よく採択された．2015年末までに都合
6回の会合を持った． 2回目となる 2月の会合では，
木本教授，京都大学防災研究所の中北英一教授，およ
び気象研究所環境・応用気象研究部の高薮　出室長
（当時）を共同代表として，6機関からの参加者による
総勢31名による実施体制を組んだ．その後の動きは速
く， 3月までの準備期間を経て，本番実験を開始し，
8月までには，約3.5万年分の計算を完了させた．同年
12月には，本データベースのお披露目をする公開シン
ポジウムを開催し，研究や適応策検討にデータを活用
するよう呼び掛けた．その後も日本気象学会2017年度
秋季大会の専門分科会やユーザ研究会合（2018年10月）
を企画して，気候予測データベースの宣伝と利活用の
推進に努めた．文部科学省「気候変動適応技術社会実
装プログラム（SI‒CAT；2015～2019年度）」では，海
洋研究開発機構のメンバを中心に＋ 2 K実験を加えた
d4PDFの拡充が図られた．この頃になると，データの
社会的関心が高まり，ユーザの裾野も広がってきた．
このような状況の中，2018年 8月には，商用利用も可
能とするデータポリシーへの変更も行われた．
　最初に行った実験の話に戻ると，短期間で多種・大
量の実験を行って，実験出力データの総量は 5 PB（ペ
タバイト）以上となった．データ公開にあたっては
GRIB2にフォーマット変換して1.2PBまで圧縮し，
データ統合・解析システム（DIAS）の協力を得て公開
した．ただ，データを地球シミュレータから DIASま
で転送する作業に半年近くを要したため，公開シンポ
ジウムから半年遅れの2016年 6月にようやくデータ公
開に至った．公開後は，自前のウェブサイトやメーリ
ングリストを活用して利用者からの問い合わせやトラ
ブル対応を研究者で手分けして行い，本データベース
の普及に努めた．
　上記したように，d4PDFは多くの学術的成果を挙
げることに貢献した．データベース作成から 2年間
に，データベース制作者による15編の主要論文が執
筆・公開され，2020年に d4PDFのレビュー（Ishii and 
Mori 2020）を行った時点では，70編超の関連論文が出
版されていた．

7． おわりに
　気候予測データベース d4PDFが世の中に広まるに
つれて，研究だけではない幅広い分野の関係者との交
流が進んだ．結果として，d4PDFは，科学的成果が効
果的に社会実装された好例となったと同時に，温暖化
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に関わる国内の学際的研究コミュニティの形成にも一
役買ったと考えている．一方で，彼らからの気候予測
データに対する要請は厳しく，現在の気象学や気候学
の知見では，それらの全てに対応することは困難であ
るが，逆にこれを好機と捉えれば，気象や気候，そし
て気象データを活用した影響評価に関わる学問分野の
発展的な将来展開の実現が可能であろうとも感じてい
る．
　d4PDFは大気中心の予測データであるが，海に囲
まれた日本の気候を適切に扱うためには，海洋を含め
て予測システムを構成することが肝要である．多くの
CMIPモデルは日本周辺の複雑な海洋環境を的確に再
現できていないので，日本独自のアプローチも必要で
はないかと考える．併せて，大気と同様に需要の高い
海洋の予測プロダクト開発も求められる．実際，SI‒
CATおよびその後継課題で海洋予測プロダクト開発
が進められてきており（例えば Nishikawa et al . 
2021），今後は，大気と海洋に関わる研究グループが連
携・協力して研究を進めていくことが大切である．
　第 3表にまとめたアウトリーチを見ていただくとわ
かるように，d4PDFのプロダクトは，環境展示等の一
般的な啓発活動に加えて，国土交通省，農林水産省，
地方自治体等の実務機関において非常に多くの活用が
行われているという特徴がある．2018年の国土交通省
北海道開発局および2019年の国土交通省本省における
治水計画に係る技術検討会において，d4PDF作成メ
ンバーが委員として参画して詳細な説明を行うことに
より，d4PDFの存在やその価値が認識され，その後の
各実務省庁での様々な活用の道が開けたと思われる．
また，実務省庁での検討では，d4PDF関係者が詳細に
d4PDF作成の背景から特徴等について直接説明する
機会が設けられ，ユーザとのコミュニケーションが積

極的な活用につながったと思われる．河川や海岸等整
備の基礎資料，指針や技術基準においては，過去の
データとの定量的な整合性が厳しく追及される．この
ため，d4PDFの降雨や台風強度などの詳細なバイア
ス特性なども検討され，研究への大きなフィードバッ
クもあった．また，大阪市街地を高潮から守る高潮
ゲート更新の際には，供用後半の2100年前後の高潮等
の設計条件推定にも d4PDFの情報が積極的に活用さ
れ，おそらく日本で初めての気候変動に適応した防災
施設設計であり，数年後の完成が待たれる．
　とにもかくにも，社会的なニーズが非常に高まりつ
つある中で，研究課題は山積している．これまでの経
緯から地球温暖化問題は遥か未来の問題と捉えられが
ちではあるが，現状を客観的に見ればそうではないこ
とは明らかで，現在の気候状態を温暖化の時間スケー
ルで理解しつつ，我々の最大限の知見を生かした気
象，海洋，気候に関わる確信度の高い科学的成果およ
び影響評価研究の成果を創出して，社会と共有するこ
とが求められる．
　日本気象学会員の皆様をはじめとする多くの研究者
とデータや研究成果を共有しつつ，気象研究所の今田
由紀子主任研究官によって制作された，第 8図に示す
新しい d4PDFのロゴを掲げて，今後，現在の課題解
決に向けて研究を進めていければと思う．

謝　辞
　本データベースの開発は文部科学省の一連の温暖化
関連プログラム，「気候変動リスク情報創生プログラ
ム」，「気候変動適応技術社会実装プログラム」，および
「統合的気候モデル高度化研究プログラム（統合プロ；
JPMXD0717935561，JPMXD0717935498）」の中で進
められてきました．それぞれにおいてプログラムディ
レクターを務められた住　明正様，木村富士男様，三
上正男様，統合プロのプログラムオフィサーである原
澤英夫様，文部科学省環境エネルギー課の課長補佐で
あられた石橋和昌様と葛谷暢重様および関係者の皆様
には，d4PDFの開発にあたりご鞭撻とご支援を賜わ
りました．気候予測データベースを構成する気候モデ
ル計算は，海洋研究開発機構の地球シミュレータの特
別推進課題のもとで実施されました．高橋桂子地球情
報基盤センター長（当時）と関係者の皆様には，本デー
タベースの意義を深くご理解いただき，ひとかたなら
ぬご支援を頂戴しました．また，データを DIASで公
開するにあたっては，東京大学工学系研究科の小池俊

第 8図　 d4PDFの新しいロゴ．原図はカラーであ
る．
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雄教授（当時）と東京大学生産技術研究所の根本利弘
准教授のご協力を得ました．さらに，データポリシー
作成・改訂にあたり，気象庁気象研究所企画室の笹川　
悠調査官（当時）の協力を得ました．上記の皆様，大
変お世話になりました．最後に，岸保・立平賞の受賞
にあたり日本気象学会理事長をはじめとする関係者の
皆様ならびに推薦者の皆様のご尽力に厚く御礼申しあ
げます．
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